


われら共有の未来

　新年おめでとうございます。
　2020年は動物由来と言われる
新型コロナウイルス感染症で世界
中のあらゆる人間活動が麻痺状態
に陥った。ところが、一方では皮
肉なことに、世界中の人間活動を
鈍らせたために、地球にかかる負
荷をわずかでも減らすことになっ
た。これは一時的にしろ、人類社
会に「成長の限界」を感じさせる
小さな原始的な警告かもしれない。
　私たちは、これまでに何度とな
く人類の危機、地球の環境危機を
訴えてきた。最初は1972年のロ
ーマクラブによる『成長の限界』

である。ローマクラブは68年に
イタリアの実業家アウレリオ・ペ
ッチェイ氏（フィアット、オリベ
ッティ社重役）、経済協力開発機
構（OECD）科学局長を務めた
アレキサンダー・キング氏などの
少数の知識人によって設立された。
ローマクラブが世界に知られるよ
うになったのは、マサチューセッ
ツ工科大学（MIT）に研究委嘱
した報告書『成長の限界』であっ
た。
　報告書は、システム・ダイナミ
ックスという手法を用いて人口、
資源、環境、食糧、工業生産とい
う５つの要素を組み合わせてコン
ピュータ・シミュレーションを行
い、もしも人口と工業生産の幾何
級数的な成長が続き、適切な対策
がとられない場合には、われわれ
の子供、あるいは孫の時代に人類
社会は大きな危機に見舞われる可
能性があると指摘している。報告
書は全世界に大きなショックを与
え、100万部を突破するベストセ
ラーになった。それは世界の人び
との高い危機感を示すバロメータ

ーとなったのである。
　次は1980年の米国政府による
『2000年の地球』という報告書
が注目された。当時の鈴木善幸首
相と環境庁長官は、この報告書に
関心を示し、環境庁に「地球的規
模の環境問題に関する懇談会」を
設けた。そして、その報告書に基
づき82年にナイロビで開かれた
国連環境計画管理理事会特別会合
で、国連に地球的環境問題を検討
する賢人会議が設けられ、日本の
提案する「環境と開発に関する世
界委員会」が発足した。その時の
報告書が87年にオックスフォー
ド大学から出版された『われら共
有の未来』（Our Common Future）
であった。
　本誌創刊発起人の大来佐武郎氏
（海外経済協力基金総裁、外務大
臣、国際大学総長などを歴任）は、
90年12月号の『中央公論』巻頭
言で次のように述べている。
　「宇宙船地球号をわれわれの後
に続く世代に住みよい世界として
引き継ぐことは、現世代の責任で
あり、環境改善に役立つ科学技術

を伸ばし、先進国のライフスタイ
ルを考え、途上国の人口安定化を
援助することが必要となろう」。

地球的規模の矛盾

　それから2000年代に入ると、
今度は05年に米国のピューリッ
ツァー賞を受賞したジャレド・ダ
イアモンド教授（カリフォルニア
大学ロサンゼルス校）が、著書
『文明崩壊』（草思社）で、とり
わけ深刻な「12のグループに分
けられた環境問題」を指摘してい
る。その中には天然資源の破壊や
枯渇、天然資源の限界、人類が産
み出した、もしくは発見した有害
物質、エネルギー、光合成の限界、
有毒化学物質、大気の変動、人口
問題などが含まれている。
　ここでは、人間自身の問題であ
る「人口増加」を取り上げてみた
い。重大なことは「人間の数その
ものではなく、それだけの数の人
間が環境に与える影響だ」と強調
する。一人当たりの環境侵害量
（人間一人が消費する資源および
産み出す廃棄物の量）は、その人
間が属する社会によって大きく異
なり、先進国では高く、第三世界
では低くなる。平均すると、米国
や西ヨーロッパ、日本の住民は第
三世界の住民の32倍の資源を消
費し、32倍の廃棄物を産み出し
ている。
　世界全体として眺めると、第三
世界の生活水準が向上し、第三世
界から先進国への人口移動、それ
に伴う先進国型ライフスタイルの
拡大などの結果、環境侵害量の総
和が増大してくる。ところが、第

三世界の住民全員が先進国並みの
生活水準に達すると、総侵害量は
12倍になる。例えば、中国の国
民だけが先進国並みの生活水準を
達成し、ほかは全て現代のままだ
としても、世界の環境侵害量は現
在の２倍になる。
　ところが、第三世界の抱える巨
大人口が、現在の先進国の生活水
準に達し、それを維持していける
だけの資源を世界は持っていない。
そのことを、国連や先進国政府は
誰ひとりとして認めようとしない。
これは、まさに“地球規模的な矛
盾”だと訴える。

人類生存の問題

　つまり、私たちの住む社会は、
現在、持続不能に至る道を進んで
いて、今後数十年のうちに私たち
のライフスタイルの大変革が求め
られるようになると言う。それは、
まさに50年の導火線をつけた時
限爆弾のようなものだとも言う。
　例えば、低地にあってアクセス
の容易な熱帯雨林のうち、国立公
園の指定を受けていない地域の一
つであるマレーシア半島ではほぼ
完全に破壊し尽くされ、ソロモン
諸島、フィリピン、スマトラ島、
スラウェシ島でも今の勢いでいけ
ば10年以内に、その他ではアマ
ゾン河、コンゴ河の流域を除く世
界各地で25年以内には破壊され
尽くされるだろうとダイアモンド
教授は述べている。人類の英知は
果たしてこうした難問解決に立ち
向かっていけるのか。同教授は、
地球環境問題は最も身近な人類生
存に関わる問題として、今の私た

ちが懸命に取り組まなければなら
ない問題であることを深く認識し
なければならないと強調する。
　事実、多くの開発途上国では食
糧生産のみならず、パームオイル
などの換金作物の生産のために、
あるいは広大な牧畜業のために、
かろうじて残された地球誕生以来
の熱帯原生林が開墾され続けてい
る。
　それは広大なアマゾン地帯だけ
ではない。パプアニューギニア島、
ボルネオ島などの熱帯雨林もかな
りのスピードで姿を消し始めてい
る。しかし、国際社会はこうした
地球的な悲劇を阻止できないでい
る。
　そういう認識に立つならば、私
たちは将来に向けての新たな国際
協力をもう少し地球的視野に立っ
て推し進める必要に迫られている
と言える。これからは地球に住む
貧しい人びとの生活改善のための
協力と同時に、地球の生存も考え
た地球的規模での環境問題、新し
い人間生活の在り方などを改善す
る国際協力にも力を入れる時代を
迎えていると言いたい。
　つまり、私たちは「貧富の格差
是正」に加えて、地球を破壊する
基本的な諸問題にも懸命に対処す
る地球的な規模での国際協力に取
り組む必要性、緊急性を感じなけ
ればならない。そこまで地球が痛
んでいることを真摯に考えなけれ
ばならない時代に来ていることを、
私たち現代人はもっと真剣に考え、
行動しなければならない。これが
私たちへの地球からの新年のメッ
セージであろう。

宇宙船地球号への警告
求められる新たな国際協力

2021.1　国際開発ジャーナル 9IDJ　January 20218

本誌編集主幹 荒木 光彌



我々が途上国に供与してきた結核
やＨＩＶ診断用の自動遺伝子解析
装置が使える。PCR検査は精度
管理や訓練が大変だが、この機器
は検体をカートリッジに入れれば、
１時間以内に自動診断できる。さ
らに、30分以内で検査できる迅
速抗原検査キットを数百万件と大
量に調達して、途上国での検査拡
大に貢献している。その結果、ア
フリカには人口当り検査数が日本
の５倍になった国もある。
　支援対象国の資金ニーズは、①
三大感染症の適応策、②保健医療
従事者の支援、③保健システム強
化、④診断・治療薬の調達・供給
支援に計285億ドルで、そのうち
グローバルファンドが分担する支
援は60億ドルに上る。だが、す
でに調達できたのは10億ドルに
過ぎず、各国政府などに50億ド
ルの追加拠出を求めている。

韓国は「Kモデル」を世界に発信

　新型コロナ危機については全て
をネガティブに捉えず、従来でき
なかったことが可能になった点に
注目したい。三大感染症対策では
その遅れを取り戻すべく、多様な
パートナーが集まり、コミュニテ
ィーレベルで診断・治療・予防を
推進する画期的な協力が広がった。
また、これまで「顧みられない熱
帯病」の研究や対策は遅れていた
が、今回、生まれた国際協力のモ
メンタムを生かしていきたい。
　また、日本の国際保健協力では
自国の持つヒト、モノ、カネ、技

術にわたる比較優位を客観的に評
価しつつ、進めていくべきだ。日
本は過去、大流行した結核をはじ
め感染症を比較的短期間に抑え込
んだ実績がある。法制度の整備、
セクター間の連携、地域での包括
的アプローチなどが成功に導いた
ともいわれる。新型コロナの罹患
率、死亡率もなぜか欧米より低く
抑えられている。自画自賛になら
ないよう、その要因や教訓を整理
し、国際協力に生かしてほしい。
　その点、韓国は自国の追跡、検
査、治療などの手法を「K検疫モ
デル」として標準化し、国際標準
化機構(ISO)に登録して世界に伝
えている。
 日本は国内の保健医療政策でも
政府が委嘱する専門家は男性ばか
りで、女性、若い世代、外国人は
不在だ。革新や未来創りには多様
性が必要である。グローバルファ
ンドは140カ国以上の国籍の職員
からなり、男女はほぼ同数、若者、
LGBT、HIVなどの当事者も多く、
多様性が組織の推進力、適応力、
柔軟性を強めている。
　米国では、政府開発援助
（ODA）の3割近くを保健医療
に費やしている。社会の多様性が
あるからこそ、世界での感染症対
策、母子保健などの重要性を認識
し、戦略的・選択的に支援してい
る。グローバルファンドの予算も
約３分の１は米国政府の拠出だ。
トランプ政権では当初、その拠出
金を３割も削減されかけたが、米
国議会が防ぎ止めてくれた。

日本が東アジア連携の軸になれ
　今後、国際社会が連携・協力す
べき課題として「世界健康安全保
障」がある。2001年の米国同時
多発テロ後に、米国やカナダが言
い出し、日本を含む先進国や国際
機関が加わってネットワークを作
り、世界の経済社会、安全保障を
脅かす健康問題、特にパンデミッ
ク、薬剤耐性菌、放射線災害など
について議論してきた。
　健康危機を地球規模で捉え、学
際的アプローチをする「プラネタ
リーヘルス」も注目が集まる。し
かし、まだ概念や学問の領域を超
えず、解決に向けた協力体制を強
める動き、起爆剤になっていない。
今後、世界健康安全保障を強める
上でカギとなるのは、中国を含む
G20の国同士の連携協力だ。中国
は新型コロナの感染源になり、多
くの国で感染が爆発した。G20は
他の健康危機でもその発生源・被
災国となってきたため、今後の世
界健康安全保障に関する各国の対
応と連携で、早期発見・対策・解
決がきわめて重要である。
　中国は、エボラウイルス病の流
行時に西アフリカに200人以上の
医療部隊を送るなど、近年は国際
貢献で存在感を示している。韓国、
タイ、ベトナム、台湾なども健康
危機管理の実力をつけ、国際貢献
にも寄与している。今後、日本は
これら東アジアと連携協力を深め、
世界の保健医療協力でリーダーシ
ップをとって欲しい。今はその好
機でもある。

７分の１に減った結核治療の報告

　新型コロナの感染者は2020
年12月初めの段階で、世界で
6,500万人を超え、死者は150万
人以上に達した。私は８月に出版
した著書『人類vs感染症　新型コ
ロナウイルス　世界はどう闘って
いるのか』で、グローバルな視点
から解説し、緊急提言をした。ウ
イルスに各国はどう対処し、将来
のパンデミックに人類はどう備え
ればいいのか、といった内容だ。
　グローバルファンドの本部があ
るスイスなど欧州では、天井が見
えないほど感染再拡大があり、ロ
ックダウン（都市封鎖）が続いて
いる。第1波が小さく思えるほど
第２波は大きく、イタリアのよう
に死者も急増中の国もある。
　ただ、感染者数ではマラリアが
年２億人以上で、はるかに多い。
死者数では結核が年140万人以上
いる。さらに、深刻なのは開発途

上国の状況だ。グローバルファン
ドは世界100以上の国で、エイズ、
結核、マラリアの世界三大感染症
対策を支援し、2030年までの終
焉を目指している。ところが、新
型コロナの感染拡大でその７割以
上の国でロックダウンなど強硬措
置がなされ、現地に治療薬を届け
るのが遅れたり、ストップしたり
する悪影響が出ているのだ。
　例えば、フィリピンでは結核患
者の診断や治療の報告が７分の１
に減少した。マラリアやエイズも
診断・治療されずに放置される患
者が増えており、死者数が倍増す
るという推計値もある。エイズの
場合、今後、年間の死者は約53
万4,000人増え、10年前の死者数
に戻ってしまう可能性がある。結
核の死者数も約52万5,000人増え
10年前に戻り、マラリアについ
てはアフリカの死者数が約38万
2,000人増えて20年前に戻る可能
性がある。

　グローバルファンドでは新型コ
ロナ対策に迅速な支援を始めた。
各国に配分した資金を新型コロナ
対策に、そして停滞した三大感染
症対策に柔軟に活用してきた。
　私たちの組織の付加価値は、三
大感染症との闘いで培った知見や
メカニズムをもつことだ。今まで
世界の途上国で築いた診断・治療
薬などの調達・供給体制を新型コ
ロナ対策にも使える。市民社会や
NGOとの連携も強い武器だ。
　これまで新型コロナ対策に多く
の政府が進めた措置には課題があ
った。アフリカでは患者を探し出
し、１日１万円も払わせてホテル
に強制隔離させる例もあった。こ
れでは仕事もカネも無くなるので、
病気になっても医療機関に行かな
くなる。しかし、地域の市民社会
の協力を得ることで、人々に寄り
添い、生活面での支援もしながら
検査や隔離を広げられる。
　また、新型コロナの診断には

グローバルファンド戦略投資効果局長 國井　修氏に聞く

國井  修氏

S p e c i a l  I n t e r v i e w

国際協力に日本モデルの
概念化が必要

新型コロナウイルスの感染拡大が続く一方、その影響が深刻
化しているのが世界三大感染症だ。これらの対策を講じてい
るグローバルファンド（世界エイズ・結核・マラリア対策基金）戦
略・投資・効果局長の國井修氏に、現状と日本の国際保健協力
への提言を聞いた。

（聞き手：本誌編集委員・竹内幸史）

感染症対策のヒト・モノ・カネ・技術の
客観的評価から グローバルファンド

（世界エイズ・結核・マラリア対策基金）
戦略・投資・効果局長

自治医科大学卒業、公衆衛生学修士、医学博士。内科医として山間
僻地で診療した後、国立国際医療センター、東京大学、外務省に勤務
し、2004年より長崎大学熱帯医学研究所教授。06年より国連児童
基金（ユニセフ）ニューヨーク本部で上席保健戦略アドバイザー、ミャン
マーやソマリアで保健・栄養・水衛生事業を統括。13年より現職
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「寄り添う」とは～再考 日本の保健医療協力

隣国タイなどでの受診が不要に

　カンボジアの首都、プノンペン。
滔々と水を湛えるメコン川とトン
レサップ川に挟まれる地帯に瀟洒
な４階建ての病院がある。2016
年に開院したサンライズ・ジャパ
ン・ホスピタルだ。付近には高級
ホテルなどが立ち並び、目覚まし
い発展ぶりを実感させる。
　病院には日本人約25人を含む
約250人が勤務し、サクラの花を
デザインした制服姿で働いている。
救急車２台を備えた救急医療体制

や、同国では限られた治療しかな
かった脳卒中や脳神経外科のほか、
救命救急、一般外科、小児科、産
婦人科、健康診断センターなど高
度医療を提供できる。在住の日本
人には「万一の時にも、頼りにな
る病院ができた」と喜ばれている。
　岡和田学・院長によると、外来
患者数は年間約6万人。内訳はカ
ンボジア人が92%、残りは在住
の日本人や旅行者を含む外国人だ。
１日の外来患者数は16年の開院
当初数十人程度だったが、現在は
300人程度に増えたという。もと

もと同国では、高度医療サービス
を受けにタイやシンガポールに出
かける患者が年21万人程度いた。
しかし、プノンペンではタイ系や
シンガポール系の病院も開院し、
外国に行く必要がなくなってきた。
　岡和田院長は「隣国に行ってい
た富裕層が私たちの病院に来てく
れる。19年以降、病院経営は黒
字を維持している」と、進出の手
応えを語る。現時点で受け入れ可
能な33の病床は常に満床で、人
手も足りず、職員を募集している。
病院の規模拡大も検討中だ。

　新型コロナウイルスの感染対策
でタイやシンガポールの入国が制
限されたことも、同病院の患者数
増加につながっている。幸い、カ
ンボジアでは感染者は20年12月
現在、335人と少なく、死者は出
ていない。人口構成が若く、温暖
な気候も好条件なのかも知れない。
新型コロナの検査や治療は他の指
定病院が専門に行うため、サンラ
イズではその慌ただしい雰囲気は
ない。待合室では皆、マスクをし、
手の消毒をしているが、平静だ。

ERIAと経産省、JICAが支援

　サンライズは、日揮（株）、（株）
I N C J 、（ 株 ）K i t a h a r a 
Medical Strategies International
の合弁会社で運営され、東京・八
王子市の北原国際病院を経営する
医療法人社団KNI（北原茂実理事
長）が医療運営全般を担う。「日
本の医療を輸出産業に育てる」と
いう北原理事長の理念に基づき、
海外展開を進めている。
　東アジア・アセアン経済研究セ
ンター（ERIA）や経済産業省の
支援を得て進出の事業化調査をし
た。そして15年、国際協力機構
（JICA）の海外投融資事業とし
て約８億円の融資を受けた。カン
ボジア人の医師、看護師、理学療
法士ら計約60人の日本での研修
もJICAが支援した。
　その背景には、カンボジア国民
の疾病構造が大きく変化してきた
事情がある。東南アジアでは以前
は感染症と母子保健が医療の大き
な課題だったが、近年は経済発展

で糖尿病や心
臓病、がんな
どの非感染症
や成人病、さ
らに交通事故
が大きな課題
だ。カンボジ
ア保健省から
高度医療の支
援を要請され
たJICAは、「日本式の医療を東
南アジアに展開していく上で、一
里塚になる試み」と融資を決めた。
　では、「日本式の医療」とは何
だろう。例えば、サンライズでは
予防的医学を掲げ、職場ぐるみ、
家族ぐるみの健康診断を奨励して
いる。同国では包括的な国民皆保
険制度が整備されておらず、患者
に無駄な医療費を使わせないよう
疾病の早期発見に努めているのだ。
　ただ、日本式の医療が成り立つ
のは、国民教育が等しく行き渡り、
医療サービスに対する患者自身の
知識や理解度が高いことも大きな
要素だ。岡和田院長は「きっちり
とした診断と検査をした上で、治
療方針を立て、患者に丁寧に説明
する。それが日本の医療現場では
当たり前だ。しかし、当地では中
高年でも血液検査を一度も受けた
ことがない患者や、診断を受け入
れない患者もいる。医師に何を求
めているか察し、じっくり信頼関
係を築く必要がある」という。
　サンライズはCSR（企業の社
会的責任）活動にも熱心だ。カン
ボジアは低所得国を卒業したが、
農村に貧困層は多く、都市との格

差は大きい。そこで年数回、医師
と看護師らが診断機器を積んだ車
で農村を巡回し、無料で健康診断
をする。院内には「AKAHIGE」
と書いた募金箱もある。金銭的な
理由で十分な医療が受けられない
患者に、医療費の不足分を募金と
病院の基金から支援する。毎月、
各科で約2,000ドルを上限に患者
数人の治療を支えている。
　また、病院内には感染症コント
ロール、リスク管理、社会活動な
ど８つの委員会がある。全職員が
加入し、アイデアを出し合って職
場を改善する手法は、日本の工場
のQCサークルを彷彿とさせる。
　今後の課題としては「医療連携
の強化」を掲げる。日本の医療機
関は大学や人脈などの繋がりで病
院や診療所など異なる形態の連携
がある。だが、カンボジアでは連
携が乏しく、検査情報などを共有
する仕組みが弱い。今後、診療所
などと提携関係を結び、地域医療
の底上げを図る構えだ。

ベトナム、ラオスでも技術協力

　KNIは他のインドシナ諸国でも
事業展開している。17年にはベ

カンボジアで高度医療を提供
「日本の医療を輸出産業に」と医療法人社団KNI

アジア

カンボジアの地方で簡易健康診断をする日本人医師ら＝いずれも医療法人社団KNI提供

“日本式医療”の可能性1
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最新設備を導入したサンライズ・ジャパン・ホスピタルの手術室


